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I 問題の所在

本稿は，タイにおける 1人当り生産額や所得額

等の地域別分布状況（以下，地域間格差という）を

叶測して，その変動要因を定量的に抽出すること

を1-I的とする。

タイては，部lli圏と地方圏の地域間格差か大き

く，過人こ 6次にわたって策定された経済tl．会開発

5カ年計画においても，常にその縮小が主要目標

として注目されてきた国］）。このメカニズムを探

ることは，政策の遂行にあたりきわめて重要な情

報を提供するものであり，我が国でも以下のよう

に池本炉いれ都大学助教授を中心とした研究かお

こなわれてきた

(I) 池本中牛・キティ・リムスクル「タイにお

ける所得分布と地方間・地域間格芹—---1975/

76年と81年一一」にアシア経済』第28巻第4号

1987年4月） 47~60ペーシ。

(2) Ikemoto, Y.; Kitti Limskul, "Income 

Inequality and Regional Disparity in Thai-

land, 1962 81," Developing Economies, ~125 

巻第3号， 1987年9月， 249~269ペーシQ

ぅ6

(3) 池本幸生「東南アジアの所得分配」（吉原

久仁夫編『東南アジアの経済』弘文堂 1991年）

173~210ページ。

(4) Ikemoto, Y., Income Distribution in Tlwi-

land: Its Changes, Causes, and Structure, 

東京， Instituteof Developing Economies, 

1991年（特にj,ij内の第4章）。

(5) 渡辺真知子「タイ工業化の地域格差」（『ア

シア経済』第26巻第11号 1985年11月） 55~71

ページ。

これらの研究のうち(1)(2)(3)が所得額の地域間格

差（以ド，所得格凡という），（4）が生産額の地域間

格差（以 I＼牛所格凡という）と所得格芹，（5）か牛

産格差を，それそれ扱っている。いずれの研究も，

丹念な資料収集やデータ加工によって近年におけ

る地域間格差を計測して，拡大傾向を提示してい

るものの，その拡大がいかなるメカニズムで発生

しているかについての定量的な分析は少ない。特

に地域経済ては，マクロ経済と異なり移出人U)｛j

在によって 3血等価の原則が成立していないも 0)

の，生産→分配→文出といった経済循環の因来関

係は依然として成立している。筆者は我か1Elに関

して．所得格差と生産格差が同一方向に変化して

いることを確認しており臼t2)、同様の現象はタイ

においても予想されよう。このためP附尋格差の変

動原因を生所格位に求めることが可能となるか，

上記の研究てはこの視、点が不足している。なお，

これらの分析をおこなうに足る十分なテータが，

『アシア経済』 XXXIII-60992.6) 
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いまのところ整備されていないか，既存のテータ 金額を網羅したj:也域経済計算を利用する必要があ

を利用しても，ある程度は地域間格差の変動要因 る。我が国ては，この種の体系的な統計として経

を分析することは可能である。そこで本稿では，

地域別の粗It忙額や世帯所得のデータが人手てき

る1960年代後半以降に関して．地域間格差の拡大

要因を定植的に計測する。

分析にあたっては，（l）格凡指椋といったマクロ

指標のみならす．家計・企裳笠0)ミクロの経済ij

動も考慮すること，（2）我が国との比較によって．

タイの地域間格弟の特徴を明示すること'-かに留

怠したい。特に(2)は，今後のタイの経済成Kはか

ならずしも我が国と同様の途を辿るとは限らない

が，我が国の経験と比較することによって，少な

くともタイの地域間格差の将来動向を検叶する際

に1つのボ唆をりえることとなろう。

本稿の行論は，第II節において使用するデータ

や計測方法の概要をホし，第III節で地域別生産構

迅U)統;;t的分析をおこない，弟N節では牛I訂砂':

を叶測して，その変動メカ.::..ズムを明らかにする

さらに第v節において生産所得が家計にいかに分

配されているかを，所得格凡を壮測して分析した

うえで，第VI節て本稿の要約とその政策的含心を

提示する。

（注 1) 最新(j)，廿両としては． Thailand,National 

Economic and Social Development Board, The :ゞIXIIl

National E('（1}1(）mi( and Socml l)hnI (1987-9I)． 9 ンヽ＿］

クを参照のこと。

（注2) 谷沢弘毅←戦後H本の地域間格凡の動I飢

（『経済研究'1 | ^ 柏大学経済研究1i/rl布43在第2り 1992 

り4月） 133~ 1 18ヘーシを参照I})ことで

II データ・計測方法

済企圃庁の『県民経済壮算年報』が幣備されてい

るか，タイでは残念なからまだ作成されていなしい

ただし生産面に関しては現在，国家経済社会開

発庁(NationalEconomic and Social Development 

Board)によって，地域けlj・業種別粗生産額を調

杏した GrossRe!{ional and Provincial Products 

（以ド， GRPP資料と略す）か毎年公表されてい

る(ifI)0 そこて 1975~85年は GRPP資料 (86年

版）， 86,87年は GRPP資料 (89り版）を， それ

ぞれ使用した。さらに，なるべく長期間の分析を

目的として， 1969~74年のテータを Preliminary

Estinwted Data ~、(Rばional GDE 1974年版から

人「しにこの調脊は， GRPP資料の f備的調介

てあり推計方法の相違が予想されるが，長期的な

動向を把握するため試験的に利用した。

.jj，所得・支出血0)データは，現在地域別の

数仙か公表されている統itはない。ただし所得血

のデータに関しては， Ikemoto;Limskulの前掲

論文 U)なかで国家統，汁局（NationalStatistical 

Office)によって調任された Socio-EconomicSur-

uey（調査時期は， 1962/63,68/69, 71 ~73, 75176, 

81, 86年）の原テープを加工した世帯総所得額の

数仙（以卜．，池本柑，Jという）が提ぷされているの

で， これを使用することができる。以 tの2種類

のデータを使用することにより，地域間格差をあ

る程度は家計の視点から分析することが可能とな

ろう，.

なおいずれのデータも計測にあたっては，輸送

費用の差なとから地域間で物価水準に差か発生し

ているため，厳密にはこの物価水準を逍整した実

地域間の経済格差の計測にあたっては，企業， 質伯を使用すべきてある。また地域別粗生産額

家計，政府の経済主体別に生産，分配，支出の各 （いわば付加価値額）が地域内の家計に分配されて
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世帯所得（分配所得）を形成することを考慮する

と，地域別粗生産額を実質化するためにも，

種の指数を使用すべきであると考えられる。

わい我が国では，

地域差指数が作成されており．名目値をこの指数

でデフレートすることによって実質値を求めるこ

とができる。

採用した。

ており，

この種の指標として消費者物価

しかしタイでは，

表されていないので，

準価格）が掲載されているか．

この

さい

この種の指数か公

いずれのデータも名目値を

なお GRPP資料では実質値 (1972年基

この実質値は基準

年次から算出されたデフレーターにより作成され

上記の意味での実質値てはないため， 1吏

用にあたっては留意すべきである。

また地域区分(it2)についてみると， タイでは行

政区分が現在73の県 (province)に分割されている

が，統計類ではそれを 5つ前後の地域 (region)に

集約している。本稿で使用する池本推叶ては、

る場合，変動係数（より正確には変動係数の 2乗を

2で除した1直，

ことができる。
”: 

T= Tb+~ 町・ T1
9 = 1 

ここでiは集団名，

の格差，

T) は以下のように要因分解する

(1) 

広は集団間 (between-group)

T,はi集団内 (within-group)の格差， W

は i集団に対するウェイトを示す。地域間格差は，

集団間格差要因 (Tb) と各集団内格差要因 (W,•

T,）に分解てきる。一方，

ると， }1個の項目がある場合，

叶額か総生産に占める割合，

ジニ係数についてみ

ジニ係数 (C)を

以下のように要因分解することかできる情510
n 

(; = 2 HrJ ＿： 2-:_ W, • G1 
.1 = 1 

ここで jは項目名， li9.］は第j番目の項目の合

豆は擬ジニ係数 (j

~' 

2
 
．． 

貫して 5地域に分類されているか， GRPP資料で

は1975年を境にして地域区分が変更されている、3

すなわち1969~74年までは中央部 (Central)，東北

部 (Northeast)，南部 (Southern)，北部 (North)の

4区分であったが， 75年からは中央部がさらに中

部 (Central), バンコク大都市圏 (Bangkokand 

Metropolitan)，東部 (Eastern),

あたっては，

きる。

はなく，

西部 (Western)に

分割されて 7区分となっている。 このため計測に

その目的にあわせて 4区分と 7区分

を適宜選択して使用した。

他方，計測方法についてみると．基本的には所

得分配の状況を表示する方法を援用することがで

もっとも本稿の目的が計測自体にあるので

その変動メカニズムの解明にt眼を置い

ているため，要因分解の可能な変動係数とジニ係

数を使用する⑪3! 0 

よる分解が可能であるぽ4)G いま m個の集団かあ

まず変動係数は，溝成集団に

の分布を総生産の順位に並へてシニ係数と同様の計測

をおこなった数値）を示している。 WJ・乙を加重

擬ジニ係数と呼ぶと，地域間格差は加重擬ジニ係

数により項目別要因に分解できる。

なお本稿では， 以上の計測方法からわかるとお

り，地域間格差の水準を要因分解することによっ

て地域間格差のメカニズムを解明するものてあり，

新たな仮説を設定したうえでそれを検証する作業

をともなっていない。 このため， その解明にはお

のずと限界があることをお断わりしておく。

<itl) 本稿て使用した1969~80年のテータは、アシ

ア経済研究所の統計調査部に保管されている資料，また

81年以降のテータは，経済企画庁に保管されている資料

を利用した。経済企画庁のデータの入手にあたっては，

総務庁の井 t裕行氏にこ協力をお／領いしたc 深く感謝す

る次第であるヘ

｛注2) 池↑ヽ・リムスクルタイにおける所得分布と

地方間・地域間格差」（『アシア経済J 第28巻第 4号
... 

1987年4月）では，地域別のlぺ分を都市部・衛生区・農

村部の3区分．地方別の区分をハンコク中央部・ハンコ

ク近郊・ハンコク周辺部・中央東部・中央中部・中央西

部・下東北部・上東北部・下北部・上北部・ド南部・上

ぅ8
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南部の121><分に．それそれ分類している。このため本稿
..' 

(1)地域間格差とは，池本か地Ji間格生といっている現象
である，なお1975年前後の地域区分の変更を厳密にいう

と，中央部以外の地域てもr,l；の変吏がわこってし久叫，＇，
に注意する必要があるし

(ii:3) 地域11¥I格差U)，,1測jj法は変動係数・シニ係数

以外では， タイル指数が Ikemoto,Y.; Kitti Limskul, 

"Income Inequality and l~egional Disparity in Thai-

land, 1962 -81, ＂ l)(,＇1,＇elopm“E[（InIImiぃ，弟25巻第3凡

1987年9J J /Ikemoto, Y., fnrnme Di~tribution /11 

T加iland:Its Chan恥`、（，・(luses,（IIId Strl(（•IIIre，中応

Institute of Developing Economies, 1991り等．アト

tンソン係数か紆済企[Ihi/i，凋介k,｝仙i:-、[＇，hk:｝ ｛{9地域粁済

レホート ー 191律的発展をII指す地域経済ーー」 1991:ft

f^て使IIlされてしヽ るc

信 4) 変動係数の分解 }j法につし □ては． Toyoda.

T., "Decomposability of Inequality Measures," f、9('I)-

nomic Studie:、Quarterly,第31巻第3け， 1980年9月を
参照されたti。なおタイル指数ても'"]様の分解かIII能て

ある。

(ii. 5) シニ係数の分解方払については， Rao,V.M., 

"Two Decomposition of Concentration Ratio," Jou-

rnal of Royal Statisti(，・al Association Series A.第132巻

第3け． 1969年10月， 418~425ペーシを参照されたい。

III 地域別の生産構造

生産格差を計測する前段階として， タイの地域

別生r栢構造を把握しておこう9，タイは、 196(）年代

以降順調な成長をとげており，第 1次オイルショ

ック以降の75~87年における囚内総化産額（名「l

値）り）年平均成長率ぱ12.5~;;. （実質値ては8.9い

第 1表地域別粗生産額とその構成比
（単位： 100万バーツ）I —-• - -- -．-- ---．．い9 -- ．----

1‘|1 | 1,t• 中央i'il; 1― 
(GDP) 東部西部中午

]2`6[ 7ふ］i：―-I ----
n） ハ／コク［束］こ：□［□訊I怜1 部

1000 37.1 i / [ -2：塁； l：叫り］門1%9 

1974 

胃75寄8：了口-t16:？晨會:2喜竺／で：：：］［：8 ［喜［三［三［三；戸/-l:：氾予
l!J75~87りの年‘r均
j --—--— -_1 ] ］ --- L ____j_ ＿ ＿ 

成長率（％）
12.5 1 14.0 I 13.1'8.8'15.3 I 15.3 I 9. 7 I 9.5 1 12.3 

- ---—--］ - -9• -— 9 •一J---： 

1975 

1980 

1987 

1 987年0)l‘liり(;R l) 23, 021 31, （)！) 1 31. （）94 | 19, 795 1 8, 742 | 71, 566 8, 343 13, 1 85 1 7. 506 
り］，令竺lt［竺I 竺°I·—]35・ビ］3竺竺•O-l 8ビー叫ー9 36.2--57.3 7門
（出所） 1969, 7,1年は、 NationalEconomic and Social Development Board (NESDB)肛 /'reliminary 

Estimated Data of Re!{ional GDP,バンコク， 1974年版0 1975, 80年は NESDB船． GrossRegional and 

Provincial Products, 1986年版。 1987り・：ょ NESDB編 Gro!xゞRegion瓜 andProl'incial Produd,，バン

コク、 1989年版。

（注） （1)|：段は地域別粗生産額， ド段は令囚寸を 100とした構成比(%)をポす。 12)}也域別粗生産額は．名

目値てある (::1)1969,74年と75年以降は，推，叶方法が異なるため，厳密には比較できない。 (4ll)門iり

GRI) （地域粗牛府額） 0） iiiiりは． Iヽ ーツてある 0
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となった。この成長は，世界的にみてもかなり高

い成長率である国］）。ただし1975年と87年を比較

して地域別の成長率をみると（第 1tz.•) ，ハンコ

ク大都市圏と中部が15~＇，立と高成長を達成していた

のに対して，西部，北部，東北部がいすれも10/

未満となっており，地域間て成長率に差かあらわ

れている。また全国に占める地域別粗生産額の動

向をみると， 1987年現在ハンコク大都市圏か49セ99

と，ほほ半分を占めている，）この割合を時系列て

みても， 1975年の37ぷから87年の49ぢへL昇して

おり，バンコク大都市圏に生産額か集中しつつあ

ることを示している。さらに1987年における 1人

当り地域別粗生産額を比較すると，最高のハンコ

ク大都市圏か7月1566,―てあるのに対して，最低

の東北部が8343'‘―であり．約9倍弱の開きかある。

このようにタイの地域経済は，ハンコクを中心と

した高生産性地域と．それ以外の低生産性地域に

完全に 2極分化した構造か成立している。

このような成長率格差が発生する背景には．地

域別の産業構造に大きな差かあることか指摘てき

よう。すなわち工業を中心とした中央部｀農業を

中心としたそれ以外の地方圏というように．産業

構造の著しい相違が存在している。 1987年現在，

産業計に占める製造業の地域別粗生産額の割合を

地域別にみると（第2表），ハンコク大都市圏か38

ら東部が23ぷであるのに対して，南部か5ぷ。

北部，東北部が各7ぷにすぎす，中央部とその他

の地域で製造業の育成に大きな差かあらわれてい

る。また産業別にバンコク大都市圏の地域別粗生

産額が全国に占める割合をみると，製造業が78セニ，

金融不動産業が66~ゞ，；・運輸通信業か59らと極端に

高くなっている。製造業かハンコク大都市圏に集

中している背景には，当地域のインフラか整備さ

れているほか．工業団地が当地域に集中的に造成
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されてきたことも影響している□2)。ちなみにエ

業省の発表による工場法にもとづく登録工場数を

地域別にみると，精米業を除く全業種の工場数は

1983年現在， 4万事業所あるが，このうちバンコ

ク大都市圏には約半分の 2万事業所が集中してい

るい i•:l)。また業種別の集中率てみると， 衣料業

(95セ：）， 印刷・出版業 (89;,;:), プラスチック業

（87セ．’̀）， 紙製品業 (82セ：：）等てきわめて高い水準

にある。バンコク大都市囲の面積は，全国土のわ

ずか 0.4;〗こにすきないため，地域経済における極

度のイ＜均衡拡大か発生している。

なお地方圏の産業構造か農業に特化していると

いっても大きな地域差がある。すなわち耕地面積

の6割弱を占める水田面積を農家 1世帯当りてみ

ると，東北部 (2.9バ），中央部 (2.7以），北部 (2.1

，；），南部 (1.2;_；)となりけk4）。マレー半島に位置

する南部の水田面積が他地域よりかなり小さくな

っている。また森林や山地の焼畑農法によってキ

ヤソサパ等の畑作物が生産されたため，広大な森

林破壊と激しいt壌浸食か発生している。また農

業が潜在失業者のプールとなっており労働生産性

かきわめて低いことや，フロンティアの開発が限

界にきており量的拡大が哨めないこと等，農村部

ては農業を取り巻く各種の問題があらわれている。

このため今後とも地方圏か農業中心の経済振興を

継続させるには，従来の方法を変えることが必要

てあることを示唆していよう。

以上のような都市圏における怠速な成長にとも

なって，地方農村地帯からハンコク大都市圏への

人口移動も活発におこなわれてきたげ 5I。ちなみ

に1975~80年の 5年間に地方圏からバンコク首都

圏（ハンコクとトンプリ県）へ純流人した人口は17]j

人あり，年平均3万4000人（ハンコク首都圏の8(）年

における人[1(}）0.7ら） （このほる。この活発な人口流
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第2表 1987年における地域別・産業別粗生産額とその構成比
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人によりバンコク大都市圏の人［］は， 1975年の584

万人から85年の804万人へと10年間に220万人増加

し，バンコク大都市圏が全国に占める割合も， 75

年の14.L'，；から85年の15.6ぷへと上昇している。

（注 1) GRPP責料の名ll値からもとめた成長乎；は，

かなり絲い水準でありr.=t：疑わしいとし，わざるをえない
か，それにしてもタイの成長乎；か他l月と比較して閥し)と

しヽう事実は杏定できなしヽたろう。特にタイ経済/])!＜フォ

ーマンスに関する国際比較については，汀騎光男―束南

アシア経済の成艮と倅滞ー（村原久i'火紺 ＇束南アシア

の経済』弘文常 1991年） 35~82ヘーシを参照i))こと

(it 2) 荻野瑞氏 (JICA派逍専門家）によると． 1989

年現在タイにあるI：業団地13カ所（建設中(/)も U)を含む）

0)うち， しつにllカ所かハンコク大都市圏とその隣楼地

域に集中している。荻野瑞―タイにおける l．．蓑団地の現

状についてー（バンコク ll 本人商上会議所紺頂斤報~ 1989 

年3月号） 5~21ベーシ。

（注 3) ，作しくは，渡辺真知-frタイ L業化の地域格

差」（『アシア経済』第26巻第ll号 ］985年11月）を参照

0)こと。なおl：場法において登録義務を負う l．場と：よ，

「合it5馬力以 1-．の機械、 もしくは 7 人以 1•• リ）従業員を

使用している（中略）省令に定められた業種に允廿する

L場」（第5条）てある，_このため苓細上場は除外され

ることとなるか，本稿の分析にあたっては問題なかろうぐ

(ii..4) 稲本、よ良「低コスト稲作の舞台裏 —経営と

技術 」（亀谷糾紺 r米輸出大国・タイ米呼業V)光と

影』富民協会 199]り,)86ヘーシ。

（注 5) 国内の人ll移動に関しては，渡辺真知fータ

イの経済発展と l3ill/;,1 人口移動— 1970紆代U)変化を中心

として一」（『アシア経済』第29巻第2号 1988年2)l)

25~47ヘージが詳しし＼

N 生産格差の動向

＇）』』曹4”’’’ 曹`嶋』』』i,)’’』 、』`』~~＂‘`着り 』4”』9↓・ ""』,,』』99'’99, 』~』`’’`’` `雪’’’~曹’’‘‘’’‘"•，·""』'’’ 9 』'~ ~ `‘‘ ’’’‘~’’ ~’’`’`’｀曹曹~』＇冒’’’ ’’‘‘~ ̀ ',.’’’~、』、』 ~’’~ 9、

t昇しており.75年を境として大きな断層か確認

された。これは前述のように地域別粗生産額の推

叶方法か1975年前後て変更されているため発生し

たものと思われる。詳細は不明てあるか， 1970年

代前‘f:における格差はさほと変動していないこと

が予想される。また1975年以降も計測期間を通し

て大きな変化はないか，より詳しくみると76,77 

年に拡大した。さらにその後1983年頃まて一定て‘

あったか， 84年以降に再ひ拡大している。この傾

向は池本において州］ i，5区分（ハンコク大都市圏，

中央部，南部．北部．東北部）の名目値から計測さ

れたシニ係数，タイル指数の壮洞結果と一致して

いる。たたし池本ではけE2 1, 名目値のほか実質値

も計測しており，両数値は1983年まてはほぼ一致

した水準にあったか， 84年以降は名H値の増加が

実質値の増加を大き<t回っている c

ところて生産格差の水準を我が国と比較してみ

ようつ我が固については， 1986年度における 1人

当り県内総生産のシニ係数を 9圏域（北海道．束

北．関退北陸，束海，近畿，中国，四国， j砂11)て‘

計測したか，その結果は0.076となった C 他方，

タイは 7圏域の生産格差を再計測すると0.486と

なっに地域区分にともなって計測値に差がてて

くるため厳密な比較はてきないが，それにしても

同一時点におけるタイの地域間格差が我か国と比

較してかなり大きいといえようーさらにクレイヴ

ィス等の推計した GDPレヘルの購買力平価（いわ

ゆる ICPトル）バ ì !）を用いて， 1jタイ間の 1人当り

実質国民総生産を比較すると，タイの経済成長は

つぎに生産格差を計測したうえて，その時系列 我か国のそれより約30年遅れている。そこで1955

変動の特徴およひ日タイ比較をしてみよう。本計 年昔時の我が国における県内純生産額の 9隠域間

測では名目値を採用して， 4区分のジニ係数を計 格差をシニ係数て‘it測すると0.080となるため，

測した。その結果（第3表）は1969年から74年ま 同水準の経済状況で比較しても，タイの格差かか

て0.300前後の水準にあったか， 75年には0.442と なり高し）水準にあることがわかる。
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今次計測
名 Il
（シニ係数）

196り

1970 

1971 

1972 

1973 

1974 

0.3027 

0.309,1 

0.3041 

0.2965 

0.3007 

0.3054 

第3表 生産格差の動向
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i
数係二

名
（
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若

名目実質
（タイル指数） （タイル指数）

197:i 0.4422 (U291 : 0.3416 0.2023 0.2210 

lり7(i 0.463S 0.]508 o.:{5!l2 0.2243 0.2412 

1977 0.487:l o.:mo o.:{865 0.2569 0.2740 

1978 0.4806 (J.:l721 o.:m9 0.2533 (）．2 (; 5 4 

1979 0.4805 0.:3765 O.:l842 0.2653 0.2841 

1980 0.4800 0.3795 0.3887 0.2731 0.2957 

1981 0.4885 0.3890 0.3861 0.2785 0.2825 

1982 0.4872 0.3879 0.3841 0.2799 0.2799 

198:3 0.4712 0.3744 0.3742 0.2658 0.2721 

1984 0.4857 0.3H46 0.3763 0.2792 0.2716 

l!）85 0.486:l (）；ロ o.:m:{ 0.2916 0.2698 

lり81i 0.507:l 0. I 0.:!855 0.2976 0.2792 

lり87 0.5177 

（出所） 今次，，l測は．筆者が計測。参ぢは， Ikemoto,Y., Income I)ハtributionin Thailand: Its Changes, 
Causes, and Structure,東京， Instituteof I)eveloping Economies, 1991缶 71ページ，表4-7を利用。

（注） （1) いずれの計測値も，原データに NESDB編， Gros、Regionaland Provincial Products,ベンコク．
を使用している。

(2) ilt測対象地域数は今次叶測が4地域，参考か 5地域（ハンコク大都市圏．中央部，東北部，北部，
南部）である。

さらに1，1]しASEANの一員であるフィリヒン

と比較してみようフィリピンは， 1970年代まて

おおむね 1人‘liりGDPでタイと比較的近い水準

にあったか， 80年代に入ってその成長率を低下さ

せた。 1988年現在の 1人当り地域別粗生産から計

測した生産格差はジニ係数て0.2406であり (ii•4)'

タイの生産格差はやはり高い水準にある。フィリ

ピンの場合には，令国的に多数の島々から構成さ

れており、その地即的特徴がかえって地域ことの

経済園を形成して1産格差を縮小するhl{l]に作ffl

しているのかもしれない。反対にタイは，地理的

に一体的な廿1七てあるため，容易に労働移動かお

こなわれるほか，各地域内の産業育成がおこなわ

れず生産格差を大きくさせていると考えられる。

もっとも以上のような比較分析は，フィリピンの

生産格差を検討した後に判断すべきであることは

論をまたない。あくまで考えられる要因の列挙に

とどめておくものてある。

なお生産格差を］975年以降に関して 71メ＿分の変

動係数で計制したうえて； （1）式にもとづいて地域
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第 1図 生廂格差の地域別分解（構成比）
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（出所） 筆者作成。

（注） 各要因別のit測方法は．本文を参照U)こと。

別分解をおこなってみた（第 ll叫第4表）。ここ

でいう地域別分解とは．全国を中央部（中部，束

部．西部，バンコク大都市圏）と地方部（東北部，

北部南部）に 2分割したうえて，中央部内格差｀

地方部内格差．中央部＝地方部間格差の 3つの要

因に分解したものである。そうすると1987年の生

産格差の約57ぷが、中央部＝地方部間格差て説明

される。またその時系列の動向は｀計測期間中ほ

とんど変化していないこともわかった。タイは怠

速な工業化が進展するなかて，高所得地域と低所

得地域が固定されているといえよう e このような
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状況はタイに限ったことではなく，筆者かアメリ

力における地域間格差を計測したときも，高所得

地域としての北部と低所得地域としての南部か，

かなり長期間にわたって固定されていたことを確

認して＼ヽ る Iii;;) O 

ところて生産格差の拡大は，いかなる産業によ

ってもたらされているのたろうか。この疑問を解

くために，（2式を利用して産業別に要因分解して

みよう。具体的には， 4区分の生産格差をシニ係

数て計測したうえて，その計測値を産業別に要因

分解してみた。

ます擬シニ係数によって，産業別の生産格差の

水準を比較してみたいi.h I（第2図，第5表）。 1987

年現在の水準は、製造業 (0.727)，金融不動産業

(0.611)，電気水道業 (0.590)，運輸通信業 (0.583),

卸・小売業 (0.555)の順番となり，第 1次産業

(0.238)か一番小さくなっている。また時系列て

みると，製造業か1985年において大きく縮小して

いるのに対して，第 1次産業は75~77年に格差か

拡大したか，その後は他産業に比べて変動か激し

いものの，おおむね縮小傾向にある。第 1次産業

の格差か縮小した背景には， 1980年代に人り米の

第2図 業種別擬シニ係数の推移

（擬シニ係数）

11.8「‘̀ ―
製造業

‘‘-' 

~, 6
 
（
 

製造業
---------

-7第2次産業

u, 4 | / ←一
第3次所業

i -奔業，汁

-”-．  ----
_．-----•一 -第2次弗業

//--、→
ー・ ·””—• ---• ----—雪ーー•--• -”-• --• -~―~ →ー・ ・・ー・~ ・ ・ • ー、•--

第 3次呼業

／ 
-----------------—• ---------------””―---•—▼ー一

I 
第 1次廂業 1 

／へ＼／へ／シー 1

{)‘)．．．.――---··-···••···········•、•.t:.• 

第 1次叶叉

一l) 1969 71 73 75 77 79 81 83 85 87 （り）
（出所） 第1表と同じ。
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第4表 生産格差の地域別要因分解の動向
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('[） 間格差 (T

口`"()．3033 
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輸出価格の低下仰向から各地域内の農業生所額が

低 Fしていること＾りが影響していると考えられる n

このためかならずしも農業が農村地域の所得を上

昇させているとは限らない。

このようなタイの産業別格差を，県内総生哨か

ら，lr測した我かl:KIO)産業別格if-（第 5表（参号）の
擬ジニ係数）と比較するとぼ7), (1)我か国では，

金融・不動産業のほうが製造業より格差が高いの

に対して，タイては製造業か金融・不動産業より

格差が高いこと，（2）我が国の第 1次産業かマイナ

スであるのに対して，タイではプラスであること，

＾、炉の特徴がわかった。このうち（］）は，一般に経済

成Kにともなってサービス経済化が進行すること

から，所得格差においても金融・不動産業の格差

が製造業の格差より大きくなるのかもしれない。

また(2)は，我が国の場合には 1人灯り農業生産額

の大きな地域は，反対に 1人当り県内総生産額が

小さい傾向にあるのに対して，タイの場合には上

述のように中央部の水田血積が大きいなど， 1人

当り農業生産額の大きな地域は， 1人‘1刊り粗生所

額も大きい傾向にあることを示している。

次に全体の格差の水準に占める産業別の加重擬

ジニ係数の割合をみると， 1987年現在ては第3次

産業か52ふ，第2次産業か40年，第 1次産業が7

らとなっている。我が国ては第2次産業が60ぷ，

第3次産業が56ら第 1次産業が一10むとなって

おり，タイでは第 l次産業の割合か大きい反面，

第2次産業の割合が小さくなっている。特に第 1

6ぅ



1992060068.TIF

＇’,研究ノート，， 99,．,’’’‘',．．,’’’’’‘’’’’’’‘9 9 9,9. 9 9,．．., 9,., 9’’’’̀’’’’‘'9, 9.,．,．．9, 9...’’’’’’,., 9’’'9,., 9 9 9 9,9,., 9’’’'’’’’’‘9 9,’‘’’’‘’’‘’’’’’’'9, 9’‘’’’’’’’’’’’'99.＇’‘’‘’'9,’’’‘’’‘’’’‘’’9 9, 9 9 9’’’’‘’’’’’’’’’,., 9’’’’’’’’’9 9 9,9,．,’’9 9,9,．, 9‘’’’’’’‘'9'’’’’’’’’’‘’’’’’’’’’’’’’’" ＇•’’’',． ’’‘‘’’'99’’'し・'’’’’’’’

第 5表 産業刈擬シニ係数の推移（生産格差）
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第 6表 生産格差における湮業別寄与度（％）
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（出所） 筆者作成。

（注） 産業別の寄与度は，以下の式により計算した。

寄与Ii-（W凶 Jt-WJII (,、jt-1)
7 G,-1 X 100 

ただし Hり（，五は tJ(/]の加屯擬ジニ係数，

wJt-IC;jいは前期の加重擬ジニ係数， G,-1 

は前期のジニ係数を示す。

次1半業 (:i:に農業）は，我がl:iilては＇I：産格差を縮小

させる方向に作用したのに対して，タイでは生産

格差を拡大させていた点も特徴としてあげられる。

なお第6表によって生産格庄の変化を産党けll(/）

奇与度によってみると， 1975年から77年における

生産格差の拡大要因は第 1次産業，製造業，卸・

小売業によって 8̀3年から87りにかけての格殆0)

拡大要因は製迅業，サービス架等によって｀それ

ぞれ引き起こされていたことがわかる。また第1

次産業は， 1975年から87年までの全期間を通じて

格沿縮小に向けて大きな影牌をりえたことも特徴

といえる。 197(）り代から80年代にかけて第2次哨

業主導の経済成長が達成されたタイでは，農業に

よる格差縮小がおこなわれたか，それを上回る第

2次産業の拡大によって生産格差が拡大されてき

たことかわかる。

以 I:より所得格片：か拡大傾向をポした背景には，

製造業の都市圏への活発な立地から第2次産業iこ

よる生産格差（すなわち付加価値の格差）が発生し

ていたことが原因として指摘できよう。

(ii; I) Ikemoto, Y.. Income Distribution in That-

land: Its Cl叩lg€s, Caases, （md Strlヽcture，東京.lnsti-

tute of Developing Economies, 1991年。

(i i: 2) 1dl t内。

(ii :1) ICPトルの"'(細は， Kraivis,I.I-¥.; A. Heston, 

R. Summers. IV/,)rid Product and Income: Interna-

tional Co切加risonsof Real Gross Product,ボルチモア，

Johns Hopkins University Press, 198判を参照された

し、~，

(ii. 4) 使用したテータは，国家統9,1調整／i'(National

Statistical Coordination Board) O)データ（名目値）で

ある。もっともフィリピン(l)地域数ぱ9 マニラ首月暉冷

含む13地1人・てあるため，地域数が多いことにともなう過

小推，，l・U)11J能性は古‘虻てきないか，この'lばを考慮して

もフィリヒンの生産格差がタイより 4ヽ さいことは確実で

あろう。

(ii. 5） 詳細は．谷沢弘毅―米国における地域間格月

0)K期動,,,j」（未発}<）において論じてしゾる r.
(it!i) 当然のことなから擬シニ係数て,;f測した格；｛

の水準と．シニ係数で計測した格差の水準とは異なって

いる。しかしあえて擬ジニ係数を採用した理由は，地域

のRift祐か各業種とも杵窯，，1ーの順番に統—ムして並べること

により比較が可能てあると判断したためてある。

（注7) 我か国0)地域間格差の分析は，谷沢―戦後H

本の•…,.」を参照のこと。

v 所得格差の動向

ところで地域内て発牛した生産額は，いかに分

配されているのだろうか。この点ては，所得格芹

の水準を観察する必要がある。そこでまず第7表
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第7表 世帯総所得の地域間格差の動向
9 9、・・-・・・、・ 9 9.、””

.....”‘‘‘....  

①所得水準

Iゞンコク

中央部
1 

東北部

北部

南部

＼2) 所得格沌（シニ）

③ 所得階911間格差（ジニ）
（が Ji)i得階屑I!il格梵（タイル）

地域内格差i}|i分

地域間格梵部分

(5) 地域内格弟（シニ）

I ‘ヽンコク

I l l 央，＇，船

東北部

,l t if|; 
南部

⑥生廂格差（ジニ）

（か調整係数（％）
---..、”-- -上

—-f可69~

25:"l.7 

131.1 

5:l.5 

73. 7 

120.7 

0.2871 

0.4128 

0.3412 

(U586 

0. 4 03 l 

24 9. 9 

128.:3 

73.9 

83. 4 

84.6 

0.2242 

0.4263 

0.3G74 

0.2953 

0.0721 

1975 1981 1986 

190.4 

119.1 

78.2 

78.6 

93.2 

0.1673 

0.4174 

0.:3241 

0.2702 

0.0539 

0
0
0
0
0
0
1
9
-

霊
竺
〗
叫
細
一

0

0

0

0

0

 

|
 

172.3 

112.6 

76.5 

87.6 

97.6 

0. H82 

0.4410 

0. 31 95 

0.3041 

0.(M54 

0.4217 

0.4096 

0.4113 

0.1296 

0.4230 

0.3890 

6 l. 90 

1 95. 5 

104.6 

68.4 

83.l 

100.5 

0.1916 

0.4712 

0.1128 

0.3422 

0.0706 

0.4535 

o.4:no 

0.4217 

0.4:384 

0.4655 

0.4004 

52.15 

（出所） （I) Ikemoto, Y., lnrnme Dzヽtributim1in T.加iland:ft、ゞ Chan且es,Causes, and Structure,東京，
Institute of Developing Economies, 1991年 60ヘージ， .K4-2。 ② |'，] 1琶f |IIl表より惰者作成，
③ ,,ij|．、l1f 63ページ表4＿ふ ④ i司 I::~ 67ヘージ表4-5。 ⑤同上書 63ペーシ表4-3。
¥61 hl 1••~ 71ペーシ表4-7。

（注） ll) いすれも所得U)概念は 1 世俯‘りり糸危所得の名 If値，地域区分は 5 地域のデータから nl•測されてい
る。 (2) 1962, 69年と 75年以降では，バンコクの対象地域か異なるので，正確な比較はできない。
(:¥1 ①は，令国-l(）（)とした数値てある。 (I) ⑤の地域内格差とは，正確には地域内の所得階層間格差
てある。 (SI ⑦の，J翡整係数とは、次 U)式により算出した。調整係数— I （⑥ー②） ⑥｝ XlOO 

U)①0)地域別の 1世帯‘りり総所得（池4渭tJiー）をみ

ると，バンコク大都市圏に代表されるように1962

年以降81り＾まては格差か縮小していたか， 86年に

なると拡大している。ちなみにこの数字をもとに

所得格れをジニ係数てiI測してみると（第 7}辺）

@), 1962年の0.281から81年の0.148へと縮小し

ていたか， 86年には0.192へと拡大している。こ

U)うち1981年まて縮小した背娯を所得安素別に要

因分解してみると（第 8表），（l）世帯総所得の格

外は現金所得によって発生していること，（2）格差

縮小も現金所得の影響によって発生していること

がわかる。また我が国の所得格差と比較してみよ

う。我が国の所得格差については総務庁『全国

泊費実態調査』より 9圏域別0)普通tサ帯における
年間収入を使用してジニ係数で計測してみた。そ

の結果は1979年がo.m7,84年が0.049となり，タ

イと同様に80年代に人って所得格差の拡大が確認

てきるか、いすれの年もその水準はタイよりかな

り低くなっている。

次！こ所得格差の動向を生産格差（第7表の⑥）

と比較してみると．生1発格梵が1975年時点から拡

大しており，生産格差か所得格差より先行してい
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第8表 世帯総所得の地域間格差の所得要素別分解

世帯総所得

！現金所得

7 1969~81 

1969 I 1981 ？̀叫］
。五
0.2242 i 0.1482，!34.0 I 100.0 
100. 0, 100. 0 

0.2835 i 0.1957 

0.2270 I 0.1402 

101.2 I 94.6 
1 ・ 

&0.0141 I 0.0279 

113.9 

，現物所得 I,o.002sI 0.0019 4.8 &14.0 

al. 2 I 5.3 : 

（出所） 総所得については Ikemoto,Y.. Income 

Distribution in Thailand: Its Changes, 

Causes, and Structure, 60ペーシ，表4-2c
現金所得と現物所得については， Ikemoto; 
Limskul, "Income Inequality and Regional 

Disparity in Thailand, 1962-81." Devel()ping 
Economies,第25巻第3号， 1987年9月， 260
ページの表7を使用。

（注） （1) 上段は擬ジニ係数，中段は加重擬シニ

係数、 ド段は加重擬シニ係数の構成比(%)

をぷす。
(2) 総所得を現金所得と現物所得に分けるに

際しては， Ikemoto;Limskul.同に倫文，

260ページの表ー7を利用したc,

る。筆者が我が国の戦後の生産格差と所得格差を

計測した実証分析によると国1)．両指標は甚本的

には同じ方向に動いていることが確認されており．

この点が我か国とタイとで異なっている。また格

差の水準を比較すると．我が国と同様に生産格差

が所得格差より大きくなっている。これは1986年

現在において．最高のバンコク大都市圏と最低の

東北部で約3倍弱の開きがあり， 1人升り粗生産

額の開きより小さいことでも確認てきる。

この原因は．地域別粗生産額と地域別所得の概

念の相違から考えるべきであろう。すなわち地域

別粗生産額とは，地域内の生産活動によって発生

した付加価値の合計てあり，その内訳を企業会計

の視点からみると，生産額から物的コストを引い

た金額であるため，経常利益のほか，人件費，金

融費用，買貸費用，租税公課，減価償却費か含ま

れている。そしてこの付加価値を分配面からみる

と，各経済主体における所得の源泉となる。この

ため粗生産額と所得との差（すなわち地域住民の

手にととかなかった付加価値）は，企業や政府のほ

か出稼ぎ労働者にとっての所得源泉となる。

そこていま，地域内で発生した付加価値に占め

な地域住民の所得とならなかった金額の割合を

非労働分配率と呼ぽう。そうすると生産格差が所

得格差より大きくなる原因は，都市圏より地方圏

で非労働分配率の水準が低くなっているためであ

る2 非労働分配率は，（ l-地域別の労働分配率）

と書き換えることかてきるため，生産格差と所得

格差の乖離は，地方圏の労働分配率か都市圏より

高いためともいえる。地方圏において労働分配率

か高い（非労慟分配率か低い）背景には，地方圏が

都市圏と比較して農業の割合が高いことや，中小

企業の割合が高いことなとの理由か予想される。

さらに非労働分配率の地域差から引き起こされる

生産格差と所得格差の乖離の程度を，調整係数と

いう指標（第 7表の⑦）でみてみようここの指標

は，格差指標にジニ係数を使用して 1（生産格差一

所得格差）＋生産格差｝ xlOOで算出したものてあ

り，この数値か大きいほど生産格差と所得格差の

乖離の程度か大きくなる。 1986年ではタイが52ょ，

我か国が30~〗一、となっており書タイては我が国以上

に生産格差と所得格差の乖離か大きい。乖離か大

きい背景には，タイか我か国以上に地方圏の経済

に占める農業部門の比率か高いことが考えられる，-

ところで池本によるといi2)，第7表の③のよう

に全国における 1世帯当り総所得の所得階層間格
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差は， 1969年から 75年にかけて縮小したか， 75 

年以降は拡大傾向にある。さらにこの全国の所得

階層間格差をタイル指数によって要因分解すると

（第7表の④），各地域内の所得階層間格差は全国

の所得階層間格差と同様に1969年から75年にかけ

て縮小したが以後拡大した。これに対して所得格

差は， 1969年から81年にかけて縮小したか‘,81年

以降は拡大傾向にある。このため1975年から81年

にかけては，地域内の所得階層間格差が拡大して

いる反面，所得格差が縮小するという一見矛盾し

た現象が発生している。

なお地域内の所得階層間格差は，何故に拡大し

たのであろうか。ミクロ面から考えられる要因と

して，（l）製造業等の成長産業において市場集中度

が進行したこと，（2）地方圏から都市圏への人口移

動が活発であるものの，そのかなりの部分が都市

圏のインフォーマル部門に参人して潜在失業者を

増大させ，これが賃金を押し下ける効果をもたら

していること，（3）地方圏においても米の輸出をお

こなっている音〖の高所得者層か，製造業への投

資を開始して所得をさらに増加させていること，

等があげられよう。このうち(l)については，谷

ロm:i)によっても指摘されているところである

が(ii4), (2)(3)の要因につし¥ては、今後，データに

もとづき詳細な検討が必要となろう。

ところで所得格差と経済成長の関係は，ウィリ

アムソンによって逆U字型となるという仮説（逆

U字型仮説）が提示されている＇ ii5)。すなわちこ

の仮説は，経済成長の初期段階では成長とともに

格差が拡大していくが，ある一定の水準まてくる

とピークとなる。そしてそれ以上に成長すると、

逆に格差が縮小していくという経験則てある。ち

なみに筆者が我が国に関してこの仮説を検証した

ところ，経済の転換点いいであった1960年前後を

70 

境としてそれ以前は経済成長とともに格差が拡大

していたが， 60年以降は経済成長とともに格差か

縮小することか確認てきたl;J7)こ本稿の1960~80

年代にかけての叶測結果をみるかぎりては，むし

ろじ字型の傾向か確認される。またタイては現

在，潜在失業を抱える農業部門の賃金水準か経済

成長によっても依然として低い水準にととまって

おりい81，タイ経済は未だ転換点を迎えていない

と考えられる。このため今回の計測結果のみで逆

じ字型仮説かタイても適用てきるか否かを判断す

るのは時期尚早といえよう。たたし仮に逆U字型

仮説かあてはまると仮定すれば，現状は逆U字型

仮説における上昇局面上に位置しているはずてあ

り，今後とも格差の拡大傾向か続くこと， さらに

いすれ発生するであろう所得格差のピークは我か

国の場合より高い水準となることが予想される。

(itl) 谷沢「戦後日本の……」を参照i})こと。

(it 2) Ikemoto,前掲胄

（注 3) 谷口興二「タイ国上業発展の過程における産

業糾織の変化J (~アシア舒済』第28巻第 4 号 1987年4

月） 14~21ヘーシを参照(/)こと。

（注 4) 巾場集中度か上昇した背景には．国内の財閥

系資本や外国資本による市場支配の強化か影帽している

と考えられよう C なお財閥に関しては，木廣昭・南原真

編 7タイの財閥J 同文舘 1991年を参照のこと。

（注 5) 逆じ字型仮説の詳細は` ¥.Villiamson, J. G., 

"Regional Inequality and the Process of National 

Development." Economic Del'i'lopment and Cultural 

Ch⑪ ge,第13巻第4号号 1965年7月, 3 ~84ペーシを

参照されたい。

（注6) 転換，9代の議論については，南亮進？日本経済

の転換点ーーー労慟の過剰からイ＜足ヘ ー創文社 1970 

年を参照されたい,.

(ii: 7) rif細は， 谷沢 r戦後日本の・・・・・・―/J.;J「戦前期

II本(})地域間格差の動向 課税所得額による格差の変

動分析—-」（木発表）において。扁している）

（注 8) 小池恒男「人口爆発・ L業化と稲作労働問題」

（亀谷編 前掲書所収） 131ペーシの第8表（農業人口 1

人升り所得の推移）による 3
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VI 結びにかえて

本稿では，タイにおける地域間格差の変動が，

いかなるメカニズムによって発生しているのかを．

主に変動係数とジニ係数によって分析した。地域

間格差の分析は生産，分配，支出の経済循環の視

点からおこなうべきてあり，本稿のような生産，

分配面のみ（厳密には，分配面は家計部門のみ）では

不十分との指摘を免れないだろう。たたし今回の

分析によって，生産格差と所得格差に関して以下の

ようなファクト・ファインディングスか得られた。

(1) タイの生産格差は， 1975年以降拡大傾向に

あり， 86年現在の水準は我が国が同程度の経

済状況にあった約30年前の格差と比較してか

なり高い。これはバンコク大都市圏を中心と

した都市圏に製造業が極端に集中しているた

めに発生している。

(2) 生産格差を地域別に要因分解すると，格差

の6割弱が中央部＝地方部間格差によっても

たらされており，さらにその傾向がここ10年

以上にわたって固定的となっている。

(3) 生産格差を産業別に要因分解すると，製造

業の格差が一番大きく，次に金融不動産業と

なっている。また近年の格差拡大は，主に第

2次産業によって引き起こされており，所得

格差の拡大の背景には製造業の地域間格差0)

拡大が影響していたことがわかった。

(4) 他方，所得格差は1981年をボトムとして以

後拡大傾向にあり，生産格差と比較してホト

ムの時期にタイム・ラグが存在していた。生

産格差と所得格差の乖離の程度を，調整係数

という新たな指標で計測してみると， 1986年

現在で52ぷとなっている。この水準は我が国

(30年）より大きく，乖離の程度はタイが我

が国を上回っている。

(5) タイにおける逆U字籾仮説の検証は，デー

タ数が少ないほか，経済状況か未だ転換点を

迎えていないこと等により判断するには時期

尚早である。ただし逆U字型仮説を仮定すれ

は，今後とも所得格差が拡大していき，ピー

ク時の所得格差の水準は我が国より高くなる

ことか予想される。

なお我が国やアメリカの経験からみて，今後と

も地域間格差が経済成長にともなって拡大するこ

とは不口I避であろう。その際に極端な格差は地方

圏の疲弊ばかりでなく，都市圏のインフォーマル

部門・スラム街の拡大等，経済社会問題を増大さ

せる。逆U字型仮説のホすとおり，超長期的にみ

れは経済成長によって格差が縮小する可能性がな

いわけではない。しかしそれ以前の段階て「バン

コク主導型経済成長」からの転換をH的とした地

域開発戦略を強力に推進していく必要があろう。

（前・住f,1基礎研究所）

〔付記〕 本誌のレフェリーから［寧なご指摘を受

けて，多くの誤りを修正することができた。深く謝

意を表したい。なお，本稿脱稿後に，池本幸牛「タ

イにおける地方開発政策と地方間格差」（野田容助・

佐藤由利江編『アジア諸国の地域経済構造』アジア

経済研究所 1992年第3章）が発表された。あわ

せて参照されたい。
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